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発表内容

I. 石炭の需給・価格動向

一般炭価格の高騰と要因、今後の需
給・価格動向

II. 地球温暖化防止対策と石炭利用

地球温暖化対策を踏まえた石炭利用と
その展望
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Ⅰ．石炭の需給・価格動向

一般炭価格の高騰

一般炭需給動向と供給安定化への課題

一般炭価格の見通し



4

一般炭価格の高騰
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　　出所：Barlow Jonker「Coal 2003」など
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一般炭価格高騰の要因
需要側

アジア各国における一般炭需要の拡大

供給側

中国の輸出余力の低下

豪州ドル高

スイングプ・ロデューサーの役割を果たせない米国

自然災害、事故等の頻発

　その他

フレートの高騰
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アジア主要国の発電用石炭消費
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中国の輸出余力の低下
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出所：中国統計出版社「中国統計年鑑」各年版および煤炭工業出版社「中国煤炭工業年鑑」各年版
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豪州ドル高
豪州産一般炭スポット価格の変動
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　　出所：Barlow Jonker「Coal 2003」など



9

豪州産一般炭スポット価格と

豪州輸出用一般炭在庫
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　　出所：Barlow Jonker「Coal 2003」、月刊「Australian Coal Report」
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スイング・プロデューサーの
役割を果たせない米国

米国の一般炭輸出量
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需給動向と安定供給への課題

拡大するアジアの石炭需要

輸出用石炭生産能力の増強

一般炭供給上のリスクファクター

供給ソースの多様化

中国の石炭需要がアジア市場に与える影響

インドネシアの新規炭鉱開発

豪州における石炭輸出拡大のボトルネック
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注記：中国およびインドの石油換算表示、石炭換算表示のデータについては、重量換算に際して、
発熱量を5,000kcal/kgと想定し、他の国・地域については6,200kcal/kgと想定した。

出所：米国DOE/EIA「International Energy Outlook 2004」、IEEJ「アジア/世界エネルギーア
ウトルック（2004年3月）」、その他
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輸出用石炭生産能力の増強
（百万トン/年）

一般炭 原料炭 合計
拡張 建設 拡張計画 開発計画

計

豪　州 116.2 121.8 238.0 24.1 25.3 26.3 68.0 143.7 381.7
中　国 86.5 6.7 93.2 7.2 1.0 0.0 2.0 10.2 103.4
インドネシア 88.1 0.0 88.1 6.4 0.0 25.5 13.5 45.4 133.5
南アフリカ 72.5 4.6 77.1 14.1 0.0 2.8 13.9 30.8 107.9
コロンビア 50.3 2.1 52.4 3.5 0.0 16.9 11.6 32.0 84.4
米　国 20.7 19.5 40.2 2.0 4.0 0.0 0.0 6.0 46.2
ロシア 33.4 6.8 40.2 - - - - - 40.2
カナダ 7.7 26.0 33.7 3.1 2.0 0.0 9.0 14.1 47.8
ポーランド 14.0 3.0 17.0 - - - - - 17.0
ベネズエラ 6.1 2.3 8.4 0.0 2.5 3.4 10.0 15.9 24.3
ベトナム 5.5 0.0 5.5 0.0 0.0 0.0 2.0 2.0 7.5
その他 2.8 1.8 4.6 1.8 0.3 0.6 2.7 5.4 10.0

合　計 503.8 194.6 698.4 62.2 35.1 75.5 132.7 305.5 1,003.9

2002年の輸出量世界計 402.8 175.9 578.7 794.4

2002年の輸出用石炭生産
能力に対する輸出量比率

80.0% 90.4% 82.9% 730.1 (91.9%)

輸出用石炭
生産能力の

合計

閉山等による減少を30％見込んだ場合の
輸出用石炭生産能力

EIAが予測する2010年の世界の石炭貿易量
（基準ケース）

2002年の輸出用石炭生産能力 2007年頃までに追加されるであろう輸出用石炭生産能力

既存炭鉱の 新規炭鉱の 既存炭鉱の 新規炭鉱の

注記：ここで扱う「2002年の輸出量世界計」は海上輸送される石炭の量であり、「輸出用石炭生産能
力」は海上輸送により取引される石炭の生産能力に限定される。

出所：OECD/IEA「Coal Information 2003」、米国DOE/EIA「International Energy Outlook 2004」
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リスクファクター
　　供給ソースの多様化
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旧ソビエト連邦
40.8Mt

43.9Mt

66.5Mt

89.8Mt

アフリカ・中東
18.4Mt

30.0Mt

2.2Mt

その他欧州
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注記： 2002年見込み。

出所： OECD/IEA「Coal Information 2003」



15

リスクファクター
　　中国の石炭需給がアジア市場に与える影響

石炭政策の変更

輸出奨励策の廃止

付加価値税の還付率引き下げ

一般炭/無煙炭：13％ → 11％ （04/1/1）

原料炭：13％ → 5％（04/1/1） → 0％（04/5/24）

石炭輸送に対する鉄道建設基金の免除廃止（04/5/1）

石炭に対する港湾建設費の優遇措置廃止（04/5/1）

⇒ 輸出価格アップ
山西省北部の炭鉱の場合、3.5～4.0 US$/トン程度

2004年の輸出目標を8,000万トンと発表、「石炭輸出割当管
理方法」を制定し、石炭輸出の管理・調整。
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リスクファクター
　　中国の石炭需給がアジア市場に与える影響
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石炭価格

国内価格が有利な状況にあっても、輸出奨励策により輸
出量を維持。

価格は逆転したが、国内需要を優先。

　　出所：Barlow Jonker「Coal 2003」、「日中エネルギー交流－月次速報版－」など
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リスクファクター
　　中国の石炭需給がアジア市場に与える影響

短期

国内需要優先 ⇒ 輸出にも影響、需要家の望むタイミング
での輸出は困難か。

輸出目標8,000万トンを下回る可能性もある。

東南沿岸部では輸入が増加

新規炭鉱開発のタイムラグ、輸送力の限界

　　　　　⇒ 国内生産の拡大は需要に追いつくことが困難

長期

新規炭鉱開発による生産拡大、輸送インフラ増強

　　　　　　⇒ 国内需給の改善、輸出安定

東南部での輸入量増加、北東部からの輸出量増加
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リスクファクター
インドネシアの新規炭鉱開発
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石炭生産実績

出所： NEDO「平成14年度海外炭開発高度化等調査アジア太平洋石炭開発高度化調査（インドネシ
ア）、インドネシアにおける石炭需給見通し－Ⅱ」2003年3月
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リスクファクター
インドネシアの新規炭鉱開発

新規炭鉱開発に係わる問題点

東・南カリマンタン州の既存開発区域より内陸奥部の開発

　⇒　石炭輸出インフラ（鉄道、港湾設備など）の未整備

地方分権政策、地方自治体への権限委譲

　⇒　石炭開発に係わる許認可など、行政の機能不全

森林法 → 保護区での探査、採掘の禁止 → 既存鉱区も保護
区に含まれれば、森林法の適用を受ける

　⇒　14の石炭鉱区の適用除外を申請、5鉱区のみが適用除外

生産分与方式による契約に基づき撤退する海外資本

　⇒　石炭生産、開発のペースの鈍化を懸念
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リスクファクター
豪州における石炭輸出拡大のボトルネック

QLD州 ：輸出取扱量が石炭輸出港の能力の95％

NSW州：港の能力に対して取扱量に余裕はあるが、滞船発生

　　　石炭輸出インフラ（鉄道、港湾設備など）の増強

豪州の石炭輸出港の輸出実績と輸出能力

NSW州の石炭輸出港 QLD州の石炭輸出港

Newcastle 7,060 8,900 Abbott Point 1,260 1,200

Kooragang 5,110 6,400 Dalrymple Bay 4,230 4,550

Port Waratah 1,950 2,500 Hay Point 2,970 3,400

Port Kembla 830 1,600 Gladstone 3,770 3,500

Fisherman Islands 300 500

年間積込能力

（単位：万トン）

2002年取扱量 年間積込能力 2002年取扱量

出所： Coal Services Pty Ltd. and QLD Department of Natural Resources & Mines「Australian 
Black Coal Statistics 2002」
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リスクファクター
その他の要素

米 国 国内需要が堅調であり、価格低迷により輸出余力を
低下させていることから、輸出競争力に乏しい。

カナダ 輸出市場に供給できる炭種が原料炭に限定される。

ロシア 欧州向けの比重が高く、アジア市場に対してはロシ
ア極東地域における輸出港の整備拡張が必要であ
る他、新規炭鉱開発に際しては幹線鉄道につながる
支線の整備も必要。

南アフリカ 輸出能力の停滞と輸出港整備が必要。日本の場合
輸送距離が長い。

供給上のリスクを排除、軽減することで、需要
に見合った継続的な石炭供給
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一般炭価格の見通し
　

一般炭価格の高騰が終息する条件

新規炭鉱の建設が完了するま
で増産が見込めず、内需優先
の石炭政策を堅持し、一般炭に
ついても輸入が拡大する。

国内石炭価格の上昇を背景に
既存炭鉱（主に郷鎮炭鉱）によ
る国内向け生産の拡大がなさ
れ、石炭輸出が拡大する。

2．中国の石炭生産

森林法による規制が緩和されず、
新規炭鉱の開発が進まず、生
産の拡大は既存炭鉱の増産に
のみ頼る。

既存炭鉱の増産に加え、森林
法による規制が緩和されること
で、新規炭鉱に対する投資が
促進され、輸送インフラを含め
て早期に開発が進む。

3．インドネシアの輸
出向け炭鉱開発

現在の中国の経済の拡大のテ
ンポは北京オリンピックまで継
続し、石炭需要拡大のテンポも
減速しない。

中国特需の沈静化、北京オリ
ンピックを待たずに過熱した石
炭需要の拡大傾向が落ち着く。

1．中国の石炭需要

ケース2（長期化）ケース1（短期で終息）　
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一般炭価格の見通し
　

一般炭価格の高騰が終息する条件

5年程度3年程度7．価格高騰の終息

一般炭輸出が拡大せず、豪州
産一般炭が欧州市場に流れる。

これまで欧州に振り向けられ
ていた豪州産一般炭がアジア
市場に戻ってくる。

6．南アフリカの一般
炭輸出量の拡大

内需を優先し、一般炭の輸出は
カナダのみに限定される。

西海岸からのアジア向け一般
炭輸出が再開され、東海岸か
ら欧州向け一般炭輸出が増加
する。

5．米国の一般炭輸
出量の拡大

輸出用石炭の生産能力拡大が
達成されたとしても、輸出インフ
ラの問題が解決されず、滞船等
によりコスト増が発生する。

需要拡大に合わせた投資が行
われ輸出用石炭の生産能力拡
大がより早期に達成される。合
わせて輸出インフラの整備も着
実に進展する。

4．豪州の輸出用石
炭生産能力の拡
大

ケース2（長期化）ケース1（短期で終息）　
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一般炭価格の見通し
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）

ケース1（A$/t）
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ケース1（US$/t）

需要の拡大に見合った供給力の拡大は、豪州、中国、
インドネシアの炭鉱開発の進捗情況にもよるが、3年
程度の時間が必要？。

需給バランスの回復を待って、40～50A$/トンの価格
水準で安定。
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一般炭価格の動きを捉える上で、
注視すべき要素

中国の石炭需要・輸出入動向と石炭政策
日本、韓国、台湾などの電力用一般炭輸入量
の変化
豪州の輸出用一般炭在庫
豪州、インドネシアの輸出用一般炭の生産・
開発状況
豪ドルの対米為替レート
ロシア、米国、南アフリカの一般炭輸出能力
石油・ガス価格
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一般炭の価格競争力について

一般炭の利用拡大は、競合する化石燃料に対する価格競争
力の維持が重要

価格競争力を失えば、一般炭の利用は低迷
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日本の石炭需要の推移日本の輸入燃料価格（1,000kcalあたりのCIF 価格）の推移

出所：IEEJ、計量分析部「エネルギー・経済統計要覧2004年版」、「データバンク掲載データ」



27

Ⅱ．地球温暖化防止対策と
石炭利用

■　3Eによる化石燃料評価 ■　ガスシフトの経済性

■　二酸化炭素排出の現状 ■　京都メカニズム

■　CCTの重要性と限界 ■　燃料価格と京都メカニズム

■　炭素固定化技術への期待 ■　京都議定書の二面性

■　ガスシフトのリスク ■　石炭の将来像と課題
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3Eによる化石燃料評価
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3Eによる化石燃料評価(2)

市場の求めるものが経済性、安定供給、環
境保全に関し、 大となる燃料構成とすれば

小化{目的関数 ＝ f1(価格) ＋ f2(環境対
策コスト) ＋ f3(供給リスク対策コスト)}　が燃
料選択基準

供給リスク対策コストは石炭が 小

ここでは　価格 ＋ 環境対策コスト　に絞って
議論
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CO2排出実績（2002年度）
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脱硫、脱硝、集塵技術の進歩

環境負荷が大でもCCTにより克服した例
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350

SOx（ppm） NOx（ppm） PM（mg/m3N）

M発電所(1981年運開)

 I 発電所(2002年運開)

出所：電源開発㈱
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CCT(クリーン･コール･テクノロジー)の将来像
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炭素固定化技術への期待

排出量取引価格が高くなるとインセンティブ増加

排出量取引価格を抑制する可能性大

コストダウンに大きな期待
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出所：IEEJ、エネルギー経済 冬季号 2004
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排出量取引価格への抑制作用
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CCT海外普及効果
日本よりも海外で実施するとCO2削減効果が大（CDMのシーズ)

出所：METI、C3研究会
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CCTの必要性と限界
ガス火力の熱効率は石炭火力よりも先行

その差を広げないためにＣＣＴの研究開発は重要

ＣＣＴのコスト競争力が実用化の判断基準

ＣＣＴのみにCO2対策を委ねることに限界

世界の発電効率の見通し
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出所：IEA, World Energy Outlook 2002
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CO2排出見通しとガスシフト効果

石油

ガス石炭
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石油 2,488 2,736 2,882 3,191 3,515 3853 4,232
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エネルギー需要増により、ガスシフトしても世界の
CO2排出量は増加

8年程度の遅延効果のみ

6,416

6,545

出所：EIA, IEO2003より作成
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ガスシフトのリスク

ガス燃料の資源の減耗を加速し、子孫に負担

ガス安定供給に大きな影響
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出所：BP Downloads Library「BP Statistics Review of World Energy 2003」2003年6月より作成
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火力におけるガスシフト試算

23,96563,5399,3064,610計

3,501-13,739差

21,30540,67354,765705,9293,636LNG火力

2,66022,86631,543333,377　974石炭火力

　　ガスシフト(石炭 → LNG)

20,46477.2789,3064,610計

14,75028,15837,914485,9292,517LNG火力

5,71449,12067,759713,3772,093石炭火力

変動費計

（億円）

CO2排出量

（千トン-C）

燃料消費量

（千トン）

稼働率

（％）

発電設備

（万kW）

発電量

（億kWh）
2002F実績

CO2削減単価 ＝ 25,485 ¥/t-C

0.76¥/kWhのコスト増
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火力における石炭シフト試算

22,83263,539計(②+③)

1,1330差（①-（②+③））

3,225-17,099 CO2分離固定 ③

19,60780,638 9,3064,610計 ②

変動費計

（億円）

CO2排出量

（千トン-C）

燃料消費量

（千トン）

稼働率

（％）

発電設備

（万kW）

発電量

（億kWh）

13,14625,097 33,793 435,9292,243 LNG火力

6,46155,541 76,617 803,3772,367 石炭火力

石炭シフト（LNG → 石炭）

23,96563,5399,3064,610計 ①

21,30540,67354,765705,9293,636LNG火力

2,66022,86631,543333,377　974石炭火力

ガスシフト（石炭 → LNG）
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日本のCDM/JI 承認プロジェクト

6,712,500

(1.83百万t-C/年)
合 計

33,380,000インド・グジャラット州在GFL 社
HCFC22 製造プラントにおける
HFC23熱破壊による温室効果ガス
削減プロジェクト

住友商事株式会社

インド
CDMH16.5.197

680,000ランドン油田随伴ガス回収・有効利
用プロジェクト
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関西電力株式会社

ブータン
CDMH15.7.295

3～51,400,000韓国ウルサン市におけるHFC類の

破壊事業

イネオス ケミカル株式会社
韓国

CDMH15.7.154

4560,000タイ国ヤラにおけるゴム木廃材

発電計画

電源開発株式会社

タイ
CDMH15.5.223

501,130,000V&M Tubes do Brazil 燃料転換

プロジェクト

豊田通商株式会社

ブラジル
CDMH14.12.1

2
2

2562,000熱電併給所省エネルギー

モデル事業

NEDO

カザフスタン
JIH14.12.1

2
1

投資額

（億円）

クレジット量

（t-CO2/年）
プロジェクト名

申請者

実施国

CDM

JI

承 認

年月日

出所：METIホ－ムページ
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世界銀行炭素基金

出所：世界銀行ホームページ

日本炭素基金構想

19.61

$/t-C

12.98

12.54

13.73

$/t-C

出所：日本経済新聞2004/1/9

58810,000,000,00017,000,000アジア地域

¥/t-CO2金額(億¥/年)削減CO2量(t/年)

3.54122,180,00034,521,428合計

3.4274,650,00021,830,710計画中(10件)

3.7547,530,00012,690,718契約済み(13件)

$/t-CO2金額($)削減CO2量(t)

世界銀行炭素基金
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排出量取引の価格削減効果

広域で実施するほど低価格となる

単位：$/t-CO2

出所：IEA, International Emission Trading - From Concept to Realty
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CO2排出量取引バランス(2010年)

出所：grütter, CERT Model
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燃料価格と京都メカニズム
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CO2削減コストを含めた発電単価

石炭火力(80%) LNG火力(80%) LNG火力(60%)
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石油税(一般電気事業）

ガスシフト相当のCO2削減コスト

13.739 (百万t-C）×20 (US$/t-C)×110 (¥/$) ＝ 30,226 (百万円/年）

2002年度消費実績に基づく、各燃料の石油税の試算

2003年10月～ 2005年4月～ 2007年4月～

原 油 6,579 千kl. 13,421 13,421 13,421

LNG 37,914 千トン 31,848 36,397 40,947

LPG 410 千トン 328 385 443

石 炭 67,759 千トン 15,585 31,169 47,431

（230\/t） （460\/t） （700\/t）

合 計 61,182 81,372 102,242

石油税額(百万円/年） 2002年度

消費実績

注記：2002年度消費実績に基づく、各燃料の石油税の試算。石炭の欄のカッコ内は、石炭税率を示す。
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京都議定書の二面性

＜数値目標＞

理念先行のトップダウンアプローチ

乾いたタオル

グローバルなCO2削減対策？、国益？

＜京都メカニズム＞

ボトムアップアプローチ（どこの地域のプロジェ
クトでも実現可能なものから Step by Stepで)

ぬれたタオル(効果的)
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石炭の将来像と課題
<将来像>

従来通り：CO2排出増　 ×

CO2排出を減らしつつ石炭利用 ◎

⇒ 価格競争力 ＋ 競争力あるCCT ＋ 京都

　　メカニズム（3点セット）による石炭利用

<課題：官民協力ベースにて>

石炭安定供給の強化

競争力あるCCT研究・開発・普及

京都メカニズム実施へ向けてグローバルかつ
インサイダー的対応
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『本研究のまとめ』
石炭利用の原点は、価格競争力にあることは歴史が示す。

現在の高価格は中国特需を含めた需要の増大、為替による輸
出余力の低下を反映。豪州一般炭の需給均衡価格は40～
50A$/tの水準であり、需給バランスの回復には3年程度必要。

石炭需要はアジアを中心に今後も旺盛であり、豪州炭の供給
力増大に期待できるものの、中国炭、インドネシア炭には供給
力強化への課題あり。

今後のエネルギー市場は価格競争力、安定供給、環境対策を
含めた燃料選択。

　　　⇒　価格競争力＋競争力あるCCT+京都メカニズム
　　による3点セットで石炭利用は進む。

3点セットの成果により、石炭シフトも燃料選択肢の一つ。

　　　◎ ガスエネルギーにエール
お問い合わせ：ieej-info@tky.ieej.or.jp
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